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要旨･･･本報告は2011年3月11日に発生した東日本大震災により生じた、福島第一原子力発電所事故

に関するメディア報道に対して、福島県の原発事故被災者がどのような意識を持っているのかを明

らかにし、考察することを目的としている。原発事故後の被災者のメディア利用、メディア報道に

対する評価、メディアの信用度等に関するアンケート調査を行った結果、福島第一原発事故に関す

るメディア報道に対して、被災者は様々な点において厳しい評価をしている実態が明らかになった。 
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１．はじめに 

本報告は、2011年3月11日の東日本大震災によって発生した福島第一原子力発電所事故に関するメディア報道に対して、原発

事故による福島県の被災住民がどのような意識を持っているのかを明らかにし、考察することを目的としている。 

福島第一原発事故を発端とする原子力災害の脅威は、現在も福島県の被災者を苦しめ続け、さらには東日本全体に放射性物

質による不安を与えている。この原子力災害は、日本のエネルギー政策の転換や原発の安全基準の見直し、放射性物質による

健康被害、風評被害に関する問題など、私たちの生活に関わる様々な議題を提起した。 

福島第一原発事故に関するメディア報道は、その事故発生当時から多くの問題を抱えることになった。高度に科学的な技術

情報をどのようにわかりやすく伝えるかという解説情報の問題や、災害対策本部である首相官邸や経済産業省原子力安全・保

安院、東京電力の間で混乱する記者会見の問題（福田、2012）、それらの政府発表をそのまま報道する「発表ジャーナリズ

ム」の問題（瀬川、 2011)などが指摘されている。さらには、パニックを回避して人々を安心させるために意図された報道が、

結果として政府の広報機関的役割を果たし、多様な報道を阻害したと服部（2011）は批判している。また、武田(2011)をはじめ

として多くの研究者が、メディア報道によって社会に不安が広がり、風評被害が拡大したことを指摘している。このように、

福島第一原発事故をめぐるメディア報道は、ジャーナリスト、研究者から様々な批判の対象になった。しかしながら、放射能

や放射性物質のように目に見えない災害の脅威はメディアからの情報に依存せざるを得ず、また原発事故のような高度な科学

技術に関する危機はその評価を政府や専門家に依存せざるを得ないことも確かである。この原発事故によって、危機における

メディアの報道体制、報道の在り方など、メディア報道の意義が問い直されたといえる。 

これまで、我々はメディアがどのように福島第一原発事故を報じたか、録画したテレビ報道の内容分析を実施した。また、

2011年3月下旬から2012年3月にかけて、福島県の計画的避難区域に入り何度か現地調査を実施し、さらには福島第一原発事故の

被災者である住民にヒアリング調査を実施してきた。こうした研究を前提として、我々は福島県の原発事故被災住民に対して、

2012年2月にアンケート調査を実施した。本報告ではこれらの研究成果の中から、福島第一原発事故のメディア報道に対する被

災住民へのアンケート調査を中心に報告する。 

 

２．アンケート調査概要 

 アンケート調査の調査対象者は福島第一原発の周辺住民であり、そのため、福島第一原発から半径20キロ圏内自治体（双葉

町、大熊町、富岡町、浪江町、楢葉町）の被災住民と、福島第一原発半径30キロ圏周辺自治体（いわき市）の被災住民を調査
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対象とした。アンケート調査の意図として、福島第一原発が立地している、もしくは福島第一原発に隣接している自治体の被

災者（双葉町、大熊町、富岡町、浪江町、楢葉町）と、いわき市のように福島第一原発が立地する自治体と隣接してはいるも

のの、30キロ圏以上で50キロ圏以内という一定の距離がある被災者の両方にアンケート調査を行うことで、福島第一原発の周

辺自治体の全体像を把握できると考えた。標本抽出法はエリアサンプリングによる有意抽出法で、調査期間は2012年2月の1ヶ月

間である。調査実施方法は、訪問面接調査法と訪問留置調査法の両方を併用して行った。集団避難を余儀なくされている20キ

ロ圏内自治体住民（双葉町、大熊町、富岡町、浪江町、楢葉町）へのアンケート調査は、住民が生活している仮設住宅を調査

員が訪問して実施し、30キロ圏周辺自治体住民（いわき市）が生活している自宅を訪問して実施した。配票数は全体で217票、

回収数は210票（回収率96.7%）、そのうち有効回答数は同数の210票（有効回答率96.7%）であった。 

調査項目は以下の通りである。①現在と過去の原発政策に対する意識、②原発事故時の避難行動と情報接触、③原発事故に

関する政府の対応への評価、④原発事故に関するメディア報道への利用と評価、⑤原発政策関係者への信頼度、⑥放射線、風

評被害について、⑧原子力テロについて、⑨デモグラフィック属性、などである。本報告ではこの質問項目の中の④原発事故

に関するメディア報道への評価とメディア利用について考察を行う。 

 

３．メディアの原発報道に対する意識 

3.1 原発周辺住民のメディア利用 

 原発事故などの危機事態が発生するとき、人々は対応行動をとるために正確な情報を必要とする。その際、メディアを利用

することで危機に関する情報に接触して状況を把握し、対応行動をとる。そのためにはメディアの活用は不可欠であるといえ

る。福島第一原発事故が発生した後、原発周辺住民はどのようなメディアを利用し、そのメディアをどのように評価している

のであろうか。 

事故直後からの半年間に原発事故に関するテレビ報道や新聞報道についてたずねたところ、「とてもよく接触した」と答え

た住民が 65.2%、「ときどき接触した」住民の 22.9%を合わせるとメディア報道に「接触している」割合は 88.1％に達した。一

方で「あまり接触しなかった」住民は 9.4%、「全く接触しなかった」住民は 2.4%という結果になった。原発事故という危機事

態においても、原発周辺住民のほとんどがテレビ、新聞からのメディア報道を利用していたことがわかる。 
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図表1 原発周辺住民の原発事故後のメディア利用（N＝210） 

 

また原発周辺住民に対してさらに詳細なメディア利用について質問したところ、図表１のような結果が得られた。「テレビ
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（NHK）」を「よく利用した」と回答した住民は 72.4%、「ときどき利用した」（15.7％）を合わせると 88.1％の被災者が利用

していたことがわかる。「テレビ（民放）」を「よく利用した」住民は 49.0％で、「ときどき利用した」（29.0％）と合わせる

と78％にのぼり、民放テレビ放送もよく利用されていたことがわかる。 

 続いて新聞についてみると、「新聞（地方紙）」を「よく利用した」と回答した住民が 51％、「ときどき利用した」と回答

した住民が 14.3％と、合計して 65.3％の住民が利用していたことが明らかになった。その一方で、「新聞（全国紙）」を「よく

利用した」と回答した住民が 28.1％、「ときどき利用した」と回答した住民が 15.7％と、合計して 43.8％という結果となった。

福島県の原発被災住民の中では、全国紙よりも地方紙の方が読まれていたということが明らかとなった。福島県における地域

紙の代表である福島民報や福島民友の購読率は高く、全国紙の購読率は高くないという実情を反映した結果であると解釈する

ことができる。東日本大震災の被災地において、情報源として地方紙、地域紙が活躍したことは福田(2012)もすでに指摘してい

ることであるが、福島第一原発事故においても同様に地元の原発周辺住民に対して地域紙が重要な科役割を果たしたといえる。 

 また、災害に強いといわれる「ラジオ」の利用率を見ると、「よく利用した」（19.0％）、「ときどき利用した」（17.1％）

を合計して 36.1％の住民がラジオを利用していることがわかる。自然災害だけでなく、原発事故においても、避難生活におけ

るラジオの存在は非常に重要であることが証明された。 

一方で、通信メディアの利用についてみると、「携帯電話、スマートフォン」を「よく利用した」と回答した住民は 21.0％

で、「ときどき利用した」（11.0％）と足し合わせて 32.0％の利用率となった。携帯電話、スマートフォンの普及率と比較して

もこの利用率は低く、原発事故当初は震災による停電のため電気のない避難所で避難生活をしていた被災者は、充電できない

状況にあったり、震災後は携帯電話の基地局が被災して故障したために東北各地で携帯電話が使用不能になったりしたことの

影響であると考えられる。近隣住民と周辺住民の差を見ると、「携帯電話、スマートフォン」を「よく利用した」と回答した

近隣住民は 12.4%、「ときどき利用した」（7.6%）と合わせても 20.0%にすぎず、一方で周辺住民では「携帯電話、スマートフ

ォン」を「よく利用した」割合は 29.5%、「ときどき利用した」（14.3%）と合わせて 43.8%の利用にのぼることが明らかとなっ

た。つまり、周辺住民は約４割が携帯電話やスマートフォンを利用できたが、近隣住民はその半分の２割に過ぎなかったので

ある。また、「インターネット（Yahoo、Google、新聞やテレビのサイト）」を「よく利用した」住民は 14.8%で、「ときどき利

用した」（11.9％）と合計すると 26.7％と、利用率が比較的低い傾向が明らかになった。近隣住民と周辺住民の間でも「インタ

ーネット Yahoo、Google、新聞やテレビのサイト）」に利用についても差が見られた。近隣住民の 6.7%が「インターネット

Yahoo、Google、新聞やテレビのサイト）」を「よく利用した」と回答し、「ときどき利用した」（5.7%）と合計しても 12.4%に

対して、周辺住民は「よく利用した」が 22.9%に昇り、「ときどき利用した」（18.1%）を合計すると 41.0%になった。さらに、

「ソーシャルメディア（Facebook、Twitter、mixiなど）」の利用率は、全体で「よく利用した」（4.3％）、「ときどき利用した」

（2.9％）を合計しても 7.2％と極めて低く、「全く利用しなかった」住民は 84.3％に達するなど、被災地では被災者によってほ

とんど利用されていなかった実態が明らかになった。「動画サイト（YouTubeやニコニコ動画など）」の利用についても、「よ

く利用した」（3.3％）、「ときどき利用した」（6.7％）と利用率は10.0％と低い結果となった。 

原発事故発生当初の避難場所が学校の体育館などの避難所であったり、その後の移転先も仮設住宅であることからインター

ネットを日常的に利用できる環境でないことが一つの要因として考えられるが、インターネットなどの通信メディアは、原発

事故の被災者の生活では、あまり利用されていないことが明らかになった。また原発の近隣住民の方が周辺住民よりもインタ

ーネットの利用量が少ない傾向がより顕著であった。 

 

3.2 マスメディアの原発報道に対する評価 

 このように、福島第一原子力発電所事故の被災者である原発周辺住民において、今回の原発事故に関する情報のメディア利

用の実態が明らかになった。その中でも特に利用量が多かった、テレビや新聞などのマスメディアの原発報道に対して、原発

周辺住民は、どのような評価をしているのであろうか。原発周辺住民のマスメディア報道に対する評価について質問した結果

の単純集計が図表2である。 
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              図表2 マスメディアの原発報道に対する被災者の評価（N=210） 

 

 結果を見ると、「マスコミの報道が政府発表報道に依存しすぎていた」という項目に「全くそう思う」と回答した住民が

27.1％、「ややそう思う」と回答した住民が 41.4％と、合計して 68.5％の住民がそう思うと回答している。また、「マスコミの

報道は原発政策に対する批判が少なかった」という項目に対して、「全くそう思う」と回答した住民が 26.7％、「ややそう思

う」と回答した住民が 34.3％と、合計して 61％の住民がそう思うと回答していることがわかる。すなわち、6割以上の原発周辺

住民がマスメディアが今回の原発事故に対して政府発表に依存した発表ジャーナリズムの問題を批判し、マスメディアの本来

の機能である批判的なジャーナリズム活動が行われていなかったことに対しても厳しい評価をしていることが明らかになった

といえる。近隣住民と周辺住民の間での意識の差を見ると、それに関連して、「マスコミ報道が政府発表に依存しすぎてい

た」という項目に対して近隣住民の 32.4%が「全くそう思う」と回答し、「ややそう思う」（41.0%）と足すと 73.4％の住民がそ

う思うと感じており、周辺住民の「全くそう思う」（21.9％）、「ややそう思う」（41.9%）という回答よりも厳しい評価をし

ていることも明らかになった。この傾向は「マスコミの報道は原発政策に対する批判が足りなかった」という項目に対しても

同様であった（近隣住民：「全くそう思う」31.4％、「ややそう思う」36.2%、周辺住民：「全くそう思う」21.9%、「ややそう

思う」32.4%）。 

 また、「マスコミの報道は原発事故に関する不安をあおりすぎている」と感じている住民は 56.2％おり（「全くそう思う」

21.0％、「ややそう思う」35.2％）、「マスコミの報道によって風評被害が拡大した」と感じている住民も 74.3％にも達している

（「全くそう思う」39.5％、「ややそう思う」34.8％）。このように、マスメディアの報道が原発事故に対する不安を煽る、ま

た風評被害の拡大の要因として感じている原発周辺住民も多いことがわかる。近隣住民と周辺住民の間でクロス分析を行った

結果、「全くそう思う」と回答した近隣住民が 31.4%おり、「ややそう思う」（36.2%）と合わせると 67.6%に対して、周辺住民

で「全くそう思う」とか回答した人が 47.6%おり、「ややそう思う」と回答した 33.3%と合わせると80.9%もいることから、近隣

住民よりも周辺住民の方が風評被害に対する意識はより強く表れているといえる。 

 一方で、「マスコミの原子力問題に関する解説がわかりやすかった」という項目に対して「そう思う」住民も 48.1％(「全く

そう思う」9.5％、「ややそう思う」38.6％)いることから原子力問題に関する解説機能は一定の評価がされていることも明らか

になった。しかしながら、その反面「マスコミの報道は専門用語が多く理解しづらかった」と回答した住民が 54.3％（「全く
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そう思う」21.9％、「ややそう思う」32.4％）、「マスコミに登場する専門家の見解がバラバラでどの意見を信用してよいのか

わからなかった」と回答した住民も 85.7％（「全くそう思う」56.2％、「ややそう思う」29.5％）もおり、マスメディア報道で行

われていた専門家による解説や専門用語の使用に対する評価も厳しいことが明らかになった。 

  

3.3 メディアに対する信用度 

 今回の福島第一原発事故において、政府や官庁などの信用が低下したこと、メディア報道への信用が低下したことが指摘さ

れてきた。このアンケート調査では、政府や原子力安全・保安院、東京電力に対する信用だけでなく、普段利用しているメデ

ィアへの信用度も調査した。その結果をまとめたのが、図表３である。「政府（首相、官房長官）」に対する信用度は、「と

ても信用している」（2.4％）と「やや信用している」（15.2％）を足し合わせても17.6％に過ぎず、反対に82.4％の住民が信用し

ていないという結果となった。また同様に、「原子力安全・保安院」に対する信用度は、「とても信用している」（1.4％）と

「やや信用している」（11.4％）を合計して12.8％の信用度となった。「東京電力」に関しては、「とても信用している」

（0.5％）と「やや信用している」（6.7％）を足し合わせても7.2％に過ぎず、92.8％の人が信用していないと回答している。原子

力行政にとって、この東京電力や原子力安全・保安院への信用度の低さは熟考すべき状況である。 
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               図表3 原発周辺住民のメディア情報への信用度（N＝210） 

 

一方、メディアへの信用度についてみると、政府や東京電力への信用度と比べると相対的に高い傾向が見られた。メディア

への信用度が最も高かったのは、「テレビ（NHK）」で、65.7％（「とても信用している」15.7％、「やや信用している」

51.0％）の住民が信用していると回答したことが明らかになった。次いで高かったのが「新聞(地方紙)」の情報への信用度で

61.0％（「とても信用している」12.9％、「やや信用している」48.1％）の住民が信用していることがわかる。その次に「テレビ

(民放)」の信用度が 58.5％（「とても信用している」9.0％、「やや信用している」49.5％）、「新聞（全国紙）」の信用度が

52.4％（「とても信用している」7.6％、「やや信用している」44.8％）という結果となった。ラジオに対する信用度がメディア

の中で最も低い（42.8％）のはその理由についてさらなる考察が必要である。しかしながら、政府や東京電力に対する信用度と

比べると、メディアへの信用度は非常に高いことが明らかになった。 

また、メディアによく登場した「原発問題の研究者・評論家」についても信用度が 41.9%とやや低く、原発問題に関する研究

者、専門家の発言があまり信用されていない実態が明らかになった。これらの質問に関しては近隣住民と周辺住民において特

に差は見られなかった。被災住民全体で政府、東京電力、原子力安全・保安院に対して信用度が低い傾向が見られた。 
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４．結論 

 福島第一原発事故の被災者である原発周辺住民に対するアンケート調査の結果から、まず、被災住民のメディア利用の実態

が明らかになった。被災住民の原発事故に関する情報接触の多くは、テレビや新聞などマスメディアであり、インターネット

やソーシャル・メディアの利用は相対的に低くいことがわかった。そして、特にその傾向は原発が立地している近隣住民の方

が原発から一定の距離がある周辺住民よりも顕著であったといえる。原発事故のような危機事態においては、インターネット

やソーシャル・メディアはほとんどの被災者にとってはアクセスできるメディアではないということが明らかになった。それ

は、避難生活先である避難所や仮設住宅でのメディア環境が要因として考えられる。 

また、原発事故に関するメディア報道の問題点に対する被災住民の評価についてどの質問項目に対しても総じて厳しい結果

が得られた。メディア報道の政府発表依存の問題、ジャーナリズムの批判力の低下、原発の専門用語の難解さの問題、風評被

害の問題などに対して、被災者はメディア報道に対して厳しい評価を与えていることが明らかになった。被災者は、メディア

に対して政府や自治体に対する批判や、原子力災害に関する解説、原発事故の状況に関する分析といった機能を求めていたと

解釈することができる。 

さらに、政府や原子力安全・保安院、東京電力といった原発事故の当事者に対する信用度は総じて低く、それに対して、テ

レビや新聞などのメディアに対する信用度は低くないことも明らかになった。この結果に関しては、近隣住民においても周辺

住民においても同様の傾向が見られた。 

以上のように、福島第一原発事故に関するメディア報道に対して、被災者である福島県の原発周辺住民が持っている意識を

明らかにすることができた。今後、被災者の声が、原発事故などメディアの災害報道において活かされなくてはならない。原

発事故の被災者のための報道はどうあるべきか、ジャーナリズムは引き続きこの問題に向かい合う必要がある。 
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